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維新政治の支持層 
 ・ふわっとした民意層（無関心、ノリ等） 

 ・現状不満のうっくつ層 

 ・勝ち組・中堅サラリーマン層（新自由主義、自己責任論等） 

 「自業自得の人工透析患者なんて、全員実費 

 負担にさせよ！無理だと泣くならそのまま殺せ！ 

 今のシステムは日本を亡ぼすだけだ!!」「士農 

 工商の下にエタ・ヒニン、人間以下の存在がい 

 る。でも人間以下と設定された人たちも性欲な 

 どがあります。当然、乱暴などもはたらきます」（長谷川豊） 
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https://www.nikkan-gendai.com/articles/view/news/255122 



分断と感情による政治 
 「既得権益」に対する憎悪 

 落ちていく不安感と成り上がり根性 

 コミュニティ感情（仲間意識）の希薄化 

 維新ポピュリズム＝腐敗劣化感情による政治 

  

   大阪のポスト・トゥルース化と固定客層化 
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出所）冨田宏治「維新政治の本質―その支持層についての一考
察―」『住民と自治』2018年11月号。 



4 出所）適菜収「これぞ戦後最大の詐欺である」。 

詐欺パネル 



5 出所）適菜収「これぞ戦後最大の詐欺である」。 



6 出所）適菜収「これぞ戦後最大の詐欺である」。 



2018／2019大阪府知事・大阪市・堺市長選挙
等の結果 

 大阪府知事選挙 吉村洋文 2,266,103（64.4%）   小西禎一 1,254,200（35.6%） 

 大阪市長選挙    松井一郎 660,819（58.1%）    柳本 顕   476,351（41.9%） 

 堺市長選挙     永藤英機   137,862（50.0%）    野村友昭 123,771（44.9%） 

             立花孝志   14,110（5.1%） 

  

 大阪府議選（定員88）  維新40→51（単独過半数） 

 大阪市議選（定員83）  維新35→40 

 堺市議選（定員48）   維新13→18  
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永藤・堺市長と副首都推進本部 
 「8/27開催の副首都推進本部会 

 議に副本部長として参加します。 

 堺市からの提案は「観光戦略」「 

 ベイエリア活性化」を予定。どちら 

 も大阪全体の視点で共に戦略を 

 練ることで大阪の成長に貢献し、 

 堺の発展を実現します。」（永藤市 

 長） 
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副首都推進本部会議後の囲み取材 2019/08/27 



2020年の大阪市住民投票へ 
 公明党 

 住民投票の実施には「賛成」（←手続き的にありえないが） 

 次の4条件を前提に都構想「賛成」する。(1)住民サービスが低下しない、(2)特
別区設置のコストはできるだけ最小限にする、(3)現行の区役所の役割・機能
を維持し窓口サービスを低下させない、(4)児童虐待防止対策のために全特別
区に児童相談所を設置する 

 自民党 

 住民投票の実施を前提に、法定協議会において是々非々の議論を進める 
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「都構想」とはこれだ 

 大都市自治体の「廃止」 

 大都市自治体は地図上・歴史上から消滅する。 

 政令指定都市（大阪市等）の「分割（解体）」 

 現在一つの自治体である政令指定都市等は複数の特別区（特別地方公共団
体）にバラバラにされ、それぞれ別個の自治体になる。 

 大都市自治体の大阪府への「従属団体化（内部団体化）」 

 府県と対等な関係にある自立した大都市自治体は、府県に権限と財源を握ら
れた従属自治体になりさがる。 
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詐欺広報 
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「大阪都構想」の先にあるもの＝道州制 
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大阪府＝「大阪都」は廃止
して、関西州をつくる。 

結果として、大阪府も京都
府も大阪市も堺市も豊中市
も主要な大都市自治体は
すべて消滅する。 



都構想と道州制をめぐる詭弁 

 都構想と道州制などの地方制度の関係 

  「都構想は将来の道州制と矛盾しません。両立でき
ます。」 

  「都構想はこの関西州をつくるための準備であり、道
州制と全く矛盾するものではありません。かたや関西
広域連合とも両立します。私たちは関西全体のことを
口にする前に大阪の改造をやり遂げ、そのあとに道州
制に向かうのが物事の順序と考えています。」  

  （大阪維新の会『図解大阪維新 チーム橋下の戦略
と作戦』PHP研究所、2012年） 
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大阪維新の会「都構想のQ&A」 

 Q.大阪都構想で大阪は良くなるのか？ 

 A.大阪をよくする仕組みが大阪都構想です。大阪のイ
メージが根底からかわり、劇的によくなります。 

 Q.大阪市は無くなるのか？ 

 A.大阪市役所と大阪府庁を、特別区役所と大阪都庁に
再編します。 
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収支の均衡状況 

特別区間の財政調整制度の検証      
  

※各区の財政調整前の歳入状況が意図的に隠されている。 

出所）大阪府市資料 15 
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特別区間の財政格差（2015年度住民投票時） 

出所）大阪府市資料 



「二重行政」をめぐる考察 
 日本の地方自治制度は「二重行政」を前提に組み立てら
れている。 

 「二重行政の廃止」という場合には、その範囲を限定しなけ
れば議論にならない。 

 「二重行政の象徴」としてのワールドトレードセンタービル
ディング（大阪市）とりんくうゲートタワービルディング（大阪
府） 
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「二重行政論」の詐欺 
 前回の「削減効果額」に含まれていた地下鉄民営化や府市病院の予算削
減などが実現（見通しを含む）してしまっているため、新たに言葉を「改革
効果額」と言い換えている。 

 府市で類似・重複している行政サービス（Ｂ項目）の「改革効果額」（財政シ
ミュレーション反映額）億円程度。 

 職員数の削減によって、105億円削減。 

 イニシャルコストは約600～680億円（主には庁舎改修経費・新庁舎建設経
費、システム改修経費）、ランニングコストは約15～20億円。 

 特別区（大阪都構想）と関係のないものでしか説明できない財政効果額の
実態 
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今回のAB項目関係の改革効果額（未反映分））の内訳（一般財源・継続的効果のみ） 

地下鉄 21,698 

地下鉄事業の民営化による一般会計からの繰
出金削減や固定資産税等の収入及び株式配
当収入（民営化後の試算）を見込む 

一般 
廃棄物 

収集輸送 6,930 

収集輸送事業にかかる業務の効率化、職員の
退職不補充による民間委託拡大による経費削
減を見込む 

焼却処理 3,341 

焼却処理事業にかかる工場稼動体制の見直し
及び民間運営・民間委託の拡大等による経常
経費の削減を見込む 

下水道 581 

 クリアウォーターOSAKA株式会社が運転維持
管理業務を実施するにあたり、より効率的な事
務執行体制を構築することによる削減を見込む 

バス 1,955 

バス事業の民営化による一般会計からの繰出
金や運営補助金の削減に加え、法人市民税な
どの増収を見込む 

港湾 218 

港湾管理者統合により、施設の集約・再編等
を行うなど、物流機能の強化を図ることによる大
阪港・堺泉北港・阪南港の入港料等の増収を
見込む 

産業技術総合研究所 
工業研究所 

66 
両研究所の統合に伴う役職員や管理費等の
削減を見込む 

公衆衛生研究所 
環境科学研究所 

92 
栄養専門学校廃止に伴う人員削減、両研究
所の統合に伴う管理部門職員の削減を見込む 

項目 
改革 
効果額 

効果の内容 財政シミュレーションの反映額 
財政シミュレーション
反映時の控除 

（百万円） （百万円） 
※H30年度までの 
 予算反映分等 

A項目：経営形態の見直し B項目：類似・重複している行政サービス 

出所）大阪府市資料 19 
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病院 7,065 
府市病院に対する繰出金、負担金の削減を見込
む 

公営住宅 569 大阪市の公社委託料削減額を計上 

保健医療財団 
環境保健協会 

253 

大阪府保健医療財団における、大阪府財政構造
改革プラン(案)に基づく運営費補助の見直し及び
経営改善等による大阪府補助金の削減額を計上  

弘済院 198 養護老人ホーム廃止による経費削減額を計上 

大型児童館 
ビッグバン 

キッズプラザ大阪 
143 

 ビッグバンにおける業務内容の見直し及びキッズプラ
ザ大阪におけるこれまでの収支改善の取組みによる
経費削減額を計上 

こども青少年施設 131 

大阪府・大阪市施設の役割分担に基づき、伊賀青
少年野外活動センター、びわ湖青少年の家及び青
少年センターを見直し、3施設の運営経費の削減
額を計上 

大学 111 運営費交付金の削減額を計上 

ドーンセンター 
クレオ大阪 

87 
大阪市施設の全体最適化によるクレオ大阪（4
館）の経費削減額を計上 

（百万円） （百万円） 

項目 
改革 
効果額 

効果の内容 財政シミュレーションの反映額 
財政シミュレーション
反映時の控除 

出所）大阪府市資料 20 



0 

特別区 －  

71 

大阪府 ー 

0 
特別区 －  

47 
大阪府 ー 

障がい者 
スポーツセンター 

71 

障がい者交流促進センター（ファインプラザ）の
指定管理者制度導入及び舞洲障がい者スポー
ツセンター宿泊施設の運営方法の見直しによる
経費削減額を計上 

消防 47 
消防学校の運営の一元化に伴う運営経費の削
減額等を計上 

（百万円） 

合計 43,556 

（百万円） 

項目 
改革 
効果額 

効果の内容 財政シミュレーションの反映額 
財政シミュレーション
反映時の控除 

５  参考資料 

財政シミュレーション反映 
（合計） 

19,693 

特別区 16,114 

大阪府 3,579 

＊税収増に伴う地方交付税の
減額等 

特別区 3,722 

大阪府 2,264 

財政シミュレーション反映 
（地方交付税等への影響 

について勘案後） 

13,707 

特別区 12,392 

大阪府 1,315 

 財シ-２９ 
（２）AB項目関係の改革効果額（未反映分）の内訳（一般財源・継続的効果のみ） 

※今回の「改革効果額」のうち、財政シミュレーションで反映できる特別区のB項目による効果はほぼゼロ。 

出所）大阪府市資料 21 



項  目 特別区全体 大阪府 

イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト 

システム改修経費 15,599 2,600 

庁舎等改修経費 7,954 834 

新庁舎建設経費 24,689 ― 

民間ビル賃借保証金 1,486 590 

移転経費 428 23 

一時保護所建設経費 591 ― 

その他経費 867 ― 

合  計 51,614 4,047 

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト 

システム運用経費 2,138 1,100 

民間ビル等賃借料 ▲378 590 

新庁舎維持管理等経費 566 ― 

各特別区に新たに必要となる経費 48 ― 

合  計 2,374 1,690 

（単位：百万円） 

設置コスト 

※まったく検討に値しない代物。 

出所）大阪府市資料 22 
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H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 

財政シミュレーションのペテンー二重行政など関係のない試算によるごまかし 

財政収支推計 Ａ2 107 125 133 84 89 17 ▲ 16 30 33 10 36 40 47 48 51 

計 E2=A2+B+C+D 113 134 153 115 141 70 45 104 114 103 134 147 161 170 178 

（億円） 

財政収支推計 Ａ1 50 48 46 ▲ 28 ▲ 46 ▲ 79 ▲ 112 ▲ 66 ▲ 63 ▲ 86 ▲ 61 ▲ 57 ▲ 50 ▲ 48 ▲ 45 

改革効果額(未反映分) Ｂ 92 94 103 106 113 116 123 131 135 139 137 140 140 139 141 

組織体制の影響額C ▲ 21 ▲ 21 ▲ 21 ▲ 22 ▲ 22 ▲ 23 ▲ 18 ▲ 13 ▲ 9 ▲ 4 1 5 9 14 18 

設置コスト D ▲ 67 ▲ 64 ▲ 61 ▲ 53 ▲ 39 ▲ 40 ▲ 44 ▲ 44 ▲ 44 ▲ 42 ▲ 40 ▲ 37 ▲ 34 ▲ 31 ▲ 32 

計 E1=A1+B+C+D 55 57 67 4 6 ▲ 26 ▲ 51 7 18 7 38 51 65 74 81 

ケース１ 

ケース２ 

ケース１ 

ケース２ 

特別区全体 

収支（財源対策前） 

（億円） 

出所）大阪府市資料 23 



「成長を止めるな」政治 

24 



域内総生産の指数の推移 
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出所）大阪市 



嘉悦学園報告（平成 30 年 6 月 29 日）  
 大都市制度（総合区設置及び特別区設置） の経済効果に関する調査検討業務委託  

 「（10年間で）特別区では1兆1,040 億円～1兆1,409 億円の効果が生じるとの結果を得た。加え
て、二重行政の解消については、大学と病院 をモデルに算定し、広域機能の一元化 された特
別区では、39 億円～67 億円の効果が生じるとの結論を得た。 」 

 「マクロ経済計量モデルにおいても、総合区、特別区それぞれの効率化によって生み出される
財政資金をもとに、それぞれの限界生産力を加味することで、特別区で最大約1兆1,511 億円
の効果との結論となった。」  
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嘉悦学園報告批判 
 4．相関性の低さ（≒無さ）を無視 

出所）嘉悦学園報告書 27 

？ 

？ 

？ 

https://best-biostatistics.com/correlation_regression/correlation.html 

参考：統計学の基本中の基本 



大阪万博の問題点1 夢洲開発 
 万博会場建設のためには2022年度中に155ヘクタールの埋め立てを終了させる必要がある。 

 土地造成やインフラ整備の総事業費は7年間で950億円にのぼり、その財政負担は基本的に所有
者である大阪市が負う（200億円はIR事業者負担へ）。この中には、夢洲への地上からのアクセスを
確保するための地下鉄（大阪メトロ、大阪市100％株式保有）の延伸540億円や夢洲大橋の拡張費
40億円、万博予定地の急速埋め立て費用136億円、上下水道の整備132億円などが含まれる。 

 万博の会場建設費1250億円については国、経済界、大阪府・市が３分の１ずつ負担する。 

 大阪メトロは新しく「夢洲駅」（仮称）を整備するとし、それに直結するタワービルを高さ275メートル、
55階建て、総事業費1000億円超の規模で建設する（大阪府咲洲庁舎（元ワールドトレードセンター）
の高さは256.0メートル、55階建て、総事業費は1193億円）。 

 人工島の夢洲は防災面において脆弱であり、それに必要な防災対策費用はきわめて不十分であ
る。 

 万博会場の跡地については、吉村市長が「Ｆ１のモナコ・グランプリのような大会を誘致し、世界から
人を呼び込めるような環境を整えたい」として、将来的に公道レースが誘致できるように再整備す
る。2020年東京五輪関連支出の見込みが当初の7000億円から3兆円超になったことからも類推さ
れるように、大阪万博関連の財政負担は現時点の想定をはるかに超えるであろう。 
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大阪万博の問題点2 ＩＲ≒カジノ 
 ＩＲ≒カジノの開業は2024年の予定であり、万博開催よりも1年早い。 

 ＩＲの用地は万博予定地の隣接部分70ヘクタールを埋め立てて整備する。 

 ＩＲの投資規模を9300億円と想定し、年間売り上げ額4800億円のうちカジノでの売り上げはそ
の8割に当たる3800億円（ＩＲの経済的実態はカジノそのもの）。 

 年間来場者数は2480万人から1500万人へ下方修正（ユニバーサル・スタジオ・ジャパンが公
表している過去最高の入場者数は2016年の1460万人）。 

 大阪市は万博開催決定の直後に、夢洲へ延伸される地下鉄の整備費用のうち200億円をＩＲ事
業者選定の事実上の条件にする（万博はＩＲ誘致のための露払い役）。 
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財政民主主義からみた大阪 

http://www.imart.co.jp/hazard-nankai-traff-jisin-hazardmap.html 
出所）『朝日新聞』2013年10月30日。 

夢洲 
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大阪市が衰退すれば関西が滅ぶ 
 大阪市はの昼夜人口比率は東京23区以上の高さ 
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出所）大阪市。 



大阪市経済への周辺都市の依存 
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出所）大阪市。 


